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田中嘉穂 、

これまでの展開を背景におきながら，以下の各節では直接原価計算の採用状

況およびそのような状況を支持している理由などを考察することにしたい。

まず直接原価計算の採用の実態を見るために，業種全体と各業種別とに分け

て検討することにしよう。まず業種全体に対する設問と会社数は表-22の通り

である。

それを図に表わしたものが図-27-30である。図-27は採用実態の全体的機

相を示し，図-28-30はその細部を見るために，部分的状況を取出したもので

ある。昭和43-5年には若干の重復回答があったが，全体の状況判断に大きな

影響は与えないであろう。これらの図表によると，直接原価・計算を制度として

実施する会社の昭和34，41年の構成比，制度外で全般的に実施する会社の昭和

34， 36年の構成比はやや突飛な動きを示しているが，その理由は必ずしも明白

でない。部分的には標本会社数，回答率，設問内容などの年度による変化の影
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図--30 直接原価計算の採用状況(採用していない会業種

響も重なっていると思われるが，特に，後述の業種別の状況からもうかがえる

ように，特定の業種の偶然的な集計結果が影響したのではなかろラか。たとえ

ば，東洋経済新報社の昭和34年の調査にぶると，次の表-23のような集計会担

数が得られていよ)そこでは rr制度外として採用』も含めて『採用している(E
が20社で， 35.19ぢとなっている。関-27の一般的動向とも勘案すれば，昭和34

表-23 直接原価計算の採否(昭和34年)

直接原価計算の採否 1会社数

採用している (35.1) 
20 

計 関 中
( 8.8) 

5 

採用していない (45.6) 
26 

米 記 入 (106 .5) 

57 

注 ()内の数値は，会社構成比

年当時の採用率は40%弱といったとこ

ろが現実的ではなかろうか。したがっ

て，上記のよラな特殊な状況を一般化

しないように留意して，全体を眺める

といくつかの特色がうかがえる。

まず，調査期間中では現在に最も近

い昭和40年代末期の状況をみると，ほ
@ 

ぼ次のようである。直接原価計算を制

度として採用している会社は約25%，

制度外で実施している会社は50%弱，

(%)を示す。 採用していない会社は約25%といった

ところが当時の概況であろう。直接原価計算を何らかの形で採用していると回

(15) 東洋経済新報社編， r日本経営の解明.1，昭和36年， 197ぺージ。
(16) 東洋経済新報社編，前掲香， 197ページ。
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答した会社が75%弱を占めるのだから，その普及率は標準原価計算のそれに匹

敵し，少なくとも表面的には直接原価計算もかなりの市民権を獲得したといえ

よう。

しかし内容的に見ると，標準原価計算の場合に較べて.普及している割には手

離しで楽観できる状況にない，といった印象である。たとえば直接原価計算を

実施する会社75%のうち，制度として実施しているのは約 1/3の25%のみで，

残り 2/3， およそ50%は帳簿外の計算として実施しているにすぎない。標準原

価計算の場合に較べて，明らかに直接原価計算の実体は基礎が弱L、感じを受け

る。たとえ比較的少ない25%であっても制度として実施すーる会社は，その 2/3

弱が全社的に採用するものであり，本格的な主導入であることがちかがえる。し

かし制度外で実施する会社50%についてみると，その約3/4C全体の35%強〉は

部分的ないしは臨時的に直接原価計算を実施するにすきrない。制度外にあって

は，日常的ないしは定期的に実施すると恩われる会社は比較的少ない。結局，

直接原価計算は，標準原価計算が制度としてそれを実施することを基調とし℃

いたのに対して，制度外でのみ実施することが主流をなし，しかも部分的ない

しは必要のつど実施する場合が多いといえる。直接原価計算を実施する会社の

およそ半数はそのような会社であるといえよろ。

ことであらためて言葉の意味を簡単に検討しておきたし、。表一訟の質問にあ

るように，直接原価計算を「会計制度内で行っている」とL寸場合には，正規

の会計帳簿と密接な計算上の関連を保有しながら行われる直接原価計算が想像

され，かなり実体のはっきりした計算機構が思い浮かべられる。もちろん制度

として直接原価計算を行うといっても，そこからアクトプットされる原価情報

を無調整で公表財務諸表の作成に持込む制度が期待されるべきではない。調整

計算をするか期末に全部原価計算を実施するかはともかく，簿記機構と計算上

の関連を有しながら日常的に行われる直接原価計算がこの範鴎に含まれる主見

るべきであろう。質問 (3)で「会計制度外で全般的に行っている。J， (4)で

「特殊原価調査の目的で必要の都度行う。Jとあるような，制度外で行われる直

接原価計算の実体とはどのよラなものであろうか。たとえ制度外であっても，
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それが常時経常的にしかも広範囲に適用されるものであれば，たとえ会計帳簿

との直接的な関連はなくても，制度としての直接原価計算に類似したある程度

の実体が思い浮かべられる。しかし，必要のつどないしは部分的に制度外での

み実施される直接原価計算となると，それがどのような形態をもっているのか，

アシケートに応える会社によってかなりあいまいに受取られる可能性がある。

単に変動費と固定費を臨時的，部分的に区分する計算手続きを指すのであれ

ば，後の節で触れるようにそれはすでに昭和初年後半において約80.%の会社で

行われている。たとえば標準原価管2理の一環として変動予算を導入している場

合には，製造間接費について閤・変の分解がなされる。そのような場合と「制

度外の直接原価計算」との区別は，ケースパイクースでかなりあいまいなもの

になるのではないか。それでも， r制度外で実施」の回答状況を勘案すれば，

おそらく制度外の直接原価計算は，たとえ制度外であっても，どちらかといえ

ば日常的ないしは定期的に実施され，ある程度乙/ステムとしてもまとまりのあ

る計算秩序であって，制度としての原価計算の制約を補いながら主に利益計画

や予算編成のために適用される，国・変の分解を伴ラ計算手続が中心的なもの

と了解する傾向があるのではないか。しかしこの点は必ずしも明白ではなし、

さらに，昭和40年代の米期の一時期の状況は上記のようであるが，調査期間

中の全体的な動向を眺めると次のよろな特色がうかがえる。まず図---27による

と，調査期末の上記のよラな状態は，期間中直接原価計算が普及した結果到達

したものであって，そのような状態が恒常的につづいていたのではないことが

わかる。調査期間中，直接原価計算を何らかの形で導入している会社は，実質

的に40%あたりから70%強あたりまで増えたと思われ，逆に図---30のように全

く直接原価計算を採用していない会担は50%から25%あたりまで減少してい

る。 40年代後半はその傾向がややゆるやかになるような兆しも見えるが，概し

て直接原価計算は期閣を通じて着実に浸透しつつあったといえる。この傾向を

標準原価計算の場合と比較すればどうであろうか。図-13(本誌前号)と図-

27を重ねあわせて，両者の傾向をうかがうと，図-31のよラになる。両者の制

度および制度外を含めた全体の傾向には大きな差は見られないが，どちらかと
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483 わが国における直接原価計算の利用実態 (2) -141--

いえば意外に直接原価計算の方が普及率が高くなりが色であったけれども，近

年にいたっ℃その漸増傾向がやや鈍化し，標準原価計算と直接原価計算の差は

縮まりつつあるといった印象をラける。
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図--31 標準原価計算および直接原価計算の採用状況:企業種

このような全体の傾向をもう少し内容的に見るとどうであろうか。制度とし

ての直接原価計算は，図-28からゆるやかな漸増傾向(ほぼ10%→25忽弱)に

あったといえよう。制度内で全般的に実施するものと部分的に実施するものと

の割合いにはiほとんど変化がない。制度外でのみ直接原価計算を実施している

会担は，図-29のように， 30%強あたりから45%強まで漸増傾向にある。その

内訳を見ると，制度外で全般的に実施する会社にはほとんど変化がなく，部分

的ないしは必要のつど実施する会社が着実に漸治していることがわかる。結局，

直接原価計算の漸増傾向を内容的に見ると，制度として実施する会社と制度外

において部分的ないしは必要のつど実施する会社の割合いがゆるやかに増加し

たことに帰因しているといえる。標準原価計算の場合には，その増加傾向はそ

のまま標準原価計算制度の増加傾向を反映したものである，という実態がラか

がえたが，それとやや対照的である。このような動向から見ても，直接原価計

算は，標準原価計算の場合に較べて，制度外の，中でも部分的ないしは必要の

つど実施する形態が，事実としてこれまで主流を形成していたといえよう。
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以上のよラな特徴は，企業種を含んだ調査対象全体について見たものである

が，これを業種別に検討すると，果してどのような個別の特徴がうかがえるで

あろうか。業種別の集計会社数は，表--24のように集計され，それを図に表わ

すと図-32-41のようになる。ととでもやはり業種別の会社数となると数が少

なくなり，図の上で上下の変動が大きくなるから，相対的に業撞全体の場合よ

りは，一定の傾向をラかがうことができ「にくくなる。中でも業種(7).(10) 

では，ほとんどそこに一定の状況を見出すことはできない。それにもかかわら

ず，イ也の業種ではある程度業種別の状況を把握できるであろろ。

::-々守守二一
80 

併用していない

70 

~ 白司、-

60 

制度外寸担鳩

図-32直接原価計算の採用状況:(1)造船，建設等
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図-33 直接原価計算の採用状況:(2)精僚機械，産業機械等
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図..:..34 直接原価計算の採用状況:(3)電気機器，光学機械等
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図.--36 直接原価計算の採用状況:(5)一般化学，薬品等

必8

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



489 わが国における直接原価討算の利用実態 (2) --147-
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図-37 直接原価計算の採用状況:(6)窯業，セメント等
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図-38 直接原価計算の採用状況:(7)鉱業，石炭等
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図--41 践接原価計算の採用状況:(10)遂輸，ガス等

各業穏を眺めると，採用の形態を関わたければどの業種とも}様にI直接原価

計算は増加傾向にあり，減少する業種目はないといえよう。しかし，各業穫の細

部を含めてあらためて眺めなおすと，業種によって微妙な採用状況の違いがう

かがえる。そのような違いによって，業穫をいくつかにグノレi←プ分けすること

ができるであろう。その違いはそれほど大きなものではないが，たとえば 3つ

のグループに分けることができる。第 1のグループは(1)-(3)，第2グノレ

ープは (5)，(6)， (8)，第3グノレープは(4.)， (9)である。

第 1グループの形態別と全体の採用状況の動向はほぼ次のようゆである。

制度して実施 10%前後→25%弱

制度外で実施 30%前後→40-50%

全体 ほぼ40%→65%前後

このグループでは，だいたい直接原価計算制度も制度外の計算もゆるやかに伸

びており，堅実な印象を与えるが，他の業種との比較では，少くとも昭和49年

までは，制度内外ともに直接原価計算への取組みが期間中業種全体の動向〈図
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-27)を越えることはほとんどない。採用会社の動向は業種全体の動向より多

少ともゆるやかな傾向がある。むしろスタ-rが遅れていたり，進行のスピー

ドがゆるやかであったり，部分的に業種全体の動向より取組みが多少遅れがち

な要素が見受けられる。業種(1)， (3)の直接原価計算制度，業種 (2)の制

度外の直接原価計算のよラに期間中にほぼ全体の動向まで遅れを取戻している

函もあるが，まだ業種全体の水準以上ではなし、。全体としての動向が，前述の

ように，だいたい

制度として実施

制度外で実施

全 体

ほほ:10%→25%弱

30%強→45%強

ほぼ40%→70%強

のようであると思われるから，それほど大きな差ではないが，概して調査期間

中は，業種全体より対応が遅れがちな業種であったといえよう。

第2グループの採用状況はどうであろうか。そのグループのうちで業種(5)， 

(8)の状況は次のようである。

制度として実施 15%前後→25%弱

制度外で実施 45%前後→55%前後

全 体 60%前後→80%弱

同じグループに属する業種 (6)を見ると， だいたい次ような状況がうかがえ

る。

制度として実施

制度外で実施

全体

ほぼ10%→25%

ほぼ15%→55%

ほぼ25%→80%

第2グノレープを第1グノレープと較べると，制度としての直接原価計算は全体的

動向とほぼ一致しており，それほど大きな途いはないが，制度外の計算の利用

状況に特徴的な差がある。業種 (5)，(8)では第 1グループよりも制度外の計

算を実施する割合いが全体的に高く，業種 (6)では制度外の計算の伸びがき

わめて急速である。業種 (6)では，スター卜が遅れていても，調査期間末に

は直接原価計算を採用する会社は，業種 (5)，(8)の水準に追付いている。
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いずれにしても制度外の直接原価計算の利用が相対的に他の業種より活発であ

るところがこのグループの特徴であり，総じて第 1グループよりも直接原価計

算の普及は進んでいる。

最後に第 3のグノレープの業種 (4)，(9)の特徴はどうであろうか。その概

況は次のようである。

制度として実施 10%i前後→45-50%

制度外で実施 30%または45%弱でほぼ横這い

全体 40-45%→80%強

このグノレープ-c特徴的な点は，制度してのI自接原価計算にある。制度外の直接

原価計算の割合はそれほど高くはない状態でだいたい横這い傾向にあるが，直

接原価計算制度の割合いは他の業種に較べてきわめて顕著に伸長している。こ

のグノレlープでは，いずれの業穫も直接原価計算を実施する会社のうち優に半数

以上がそれを制度としており，むしろ制度として実施する場合が主流を成して

いる。

以上のような業種別の実態を総じていえば次のように要約できる。総じて直

接原価計算はどの業種でも採用が進行しつつあり，その点、での異同はない。し

かし進行過程や進行の結末については業穏によって多少の異同があり，概して

業種(1)'"" (3)の主として部品組立型の産業では，直接原価計算に対する応

対がやや慎重ないしは遅れがちな感がある。それに対して業種 (4)-(6)，

(8)， (9)の主として装置型の産業は， 相対的に直接原価計算の採用に積極

的であったといえよう。そこでは，直接原価計算制度または制度外の直接原価

計算のいずれかに対して，導入の姿勢に普n通以上の積極性がうかがえ，結果と

して，直接原価計算を利用する会社が平均以上に多くなっている。東洋経済新

報社による昭和33年の調査でも，明細は不明であるが，直接原価計算は「とく

に，紙・パノレプ，化学，食品などの業種で目だつで採用されている。」としてい

る。われわれの分析で、は，食品はその当時それほど目立っていず，これ以外に

(17) 東洋経済新報社編，前掲誉， 197ページ。

• 
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鉄鋼・金属が目立っていると思われるが，概ね「調査」の結果と矛盾せず，イ以

ているといえよう。

以よ，商談原価計算の採用状況の要点は次のよろである。

(1) 昭和40年代末期の状態は，直接原価計算を採用している会社の割合い

が70%強から75%弱といったところであり，その内訳は，およそ25%が議

接原価計算を制度として実施している会社， 50~ぢ弱が直接原価計算を制度

外でのみ実施している会社である。直接原価計算を採用する会社のおよそ

半数は，制度外で部分的ないしは必要のつど実施しているものである。

(2) このような当時の一般的状態は，調査期閣を通じて直接原価計算の採

用会社が漸増した結果によるものであり，当初からそのような状態にあっ

たわけではない。そのような動向を示すのは，形態的には直接原価計算制

度および制度外の部分的ないしは臨時的な計算がなだらかに増加したこと

による結果である。

(3 ) 総じて繭接原価計算は，標準原価計算の場合に比して，表面的にはそ

の採用の水準は同じ程度であるといえる。しかし内容的に吟味すると，標

準原価計算に絞べて制度化の傾向はゆるやかであり，また調査期間米に制

度化を果している会社構成比もおよそ25%で，標準原価計算の509ぢに較べ

て基盤が弱々しい印象をうける。少くとも昭和40年代末期で直接原価計算

の主流を形成するのは，相変らず制度ではなくて，制度外で部分的ないし

は臨時的に実施するものである。おそらくこの傾向は当分はつづくであろ

う。

(4 ) 業種別の状況をうかがうと，ほぼどの業種も菌接原価計算の導入は進

行しているといえよう。しかし相対的には，主として組立型産業はこれま

でのところ直接原価計算への対応はやや遅れがちであり，食品業や装置型

産業は，それぞれにそれよりは前向きで素早い導入をしてきたように恩わ

れる。
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